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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第137期
第２四半期
連結累計期間

第138期
第２四半期
連結累計期間

第137期

会計期間
自　平成27年４月１日
至　平成27年９月30日

自　平成28年４月１日
至　平成28年９月30日

自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日

売上高 （百万円） 14,367 14,967 34,570

経常利益又は経常損失（△） （百万円） △208 297 1,253

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益又は親会社株主に帰属す

る四半期純損失（△）

（百万円） △181 194 800

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） △187 △35 86

純資産額 （百万円） 12,720 12,816 12,994

総資産額 （百万円） 22,906 23,056 26,261

１株当たり四半期（当期）純利益金

額又は１株当たり四半期純損失金額

(△)

（円） △10.21 10.93 45.03

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 55.3 55.4 49.2

営業活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 613 △856 2,867

投資活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △578 830 △2,684

財務活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △59 △100 △107

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（百万円） 1,126 1,049 1,206

 

回次
第137期
第２四半期
連結会計期間

第138期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自　平成27年７月１日
至　平成27年９月30日

自　平成28年７月１日
至　平成28年９月30日

１株当たり四半期純利益金額又は

１株当たり四半期純損失金額（△）
（円） △1.86 12.92

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

 

２【事業の内容】

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

 

EDINET提出書類

株式会社弘電社(E02569)

四半期報告書

 2/19



第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載したリスクについて重要な変更はありません。
 

２【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（1）業績の状況

当第２四半期連結累計期間のわが国経済は、雇用・所得環境の改善が続くなか、緩やかな回復基調で推移してき
ましたが、景気の先行きは、新興国などの景気の下振れや英国のＥＵ離脱問題などの不安定要素により、不透明感
が続く状況となっています。
当業界におきましては、政府建設投資が減少するなか、民間の建設投資は企業の収益回復により緩やかな増加傾
向が続きましたが、労務単価や建設資機材価格の高止まり状態の継続や円高の進行などにより、不透明な経営環境
が続きました。
このような状況の中、当社は顧客密着の営業活動と技術提案活動を徹底した営業活動を展開してまいりました結
果、受注高は169億72百万円（対前年同期比2.3％増）と前年同期に比べ３億74百万円増加しました。売上高は工事
進捗の変動により149億67百万円（対前年同期比4.2％増）と前年同期に比べ６億０百万円上回りました。
この結果、利益面では継続的に推進している施工管理・施工方法の改善による資材コストの圧縮等の工事原価低
減活動と完成工事高が増加したことにより、営業利益は４億95百万円改善し２億61百万円、経常利益は５億６百万
円改善し２億97百万円、親会社株主に帰属する四半期純利益は３億75百万円改善し１億94百万円となり前年同期を
いずれも大きく上回りました。

セグメント別の業績は、次のとおりです。
①電気設備工事事業
電気設備工事事業では、顧客密着型の営業活動を展開するとともに採算性を重視する受注活動を実施した結
果、受注高は130億45百万円（対前年同期比3.2％増）となり、完成工事高は110億40百万円（対前年同期比6.1％
増）となりました。
②商品販売事業
商品販売事業では、商品売上高は概ね前年同期並みの39億26百万円（対前年同期比0.9％減）となりました。

また、種類別受注実績の内訳は、次のとおりであります。

 平成28年３月期 平成29年３月期
増減

 第２四半期連結累計期間 第２四半期連結累計期間

 金　額 構成比 金　額 構成比 金　額 増減率

 (百万円) (％) (百万円) (％) (百万円) (％)

屋 内 線 工 事 10,608 63.9 10,916 64.3 308 2.9

そ の 他 工 事 2,026 12.2 2,128 12.5 101 5.0

工 事 部 門 計 12,634 76.1 13,045 76.9 410 3.2

商 品 販 売 3,962 23.9 3,926 23.1 △35 △0.9

合　　　　計 16,597 100.0 16,972 100.0 374 2.3

 

（2）キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末から

１億56百万円減少し、10億49百万円となりました。

　当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動による資金は８億56百万円の減少（前年同期は６億13百万円の増加）となりました。これは主に売上債

権の減少額20億14百万円、仕入債務の減少額22億90百万円および法人税等の支払額４億38百万円等によるものであ

ります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動による資金は８億30百万円の増加（前年同期は５億78百万円の減少）となりました。これは主に短期貸

付金の減少額７億47百万円等によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動による資金は１億円の減少（前年同期は59百万円の減少）となりました。これは主に配当金の支払額１

億42百万円等によるものであります。
 
（3）研究開発活動

当第２四半期連結累計期間の研究開発費の総額は４百万円であります。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 40,000,000

計 40,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成28年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成28年11月１日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 17,940,000 17,940,000
東京証券取引所

（市場第二部）

単元株式数は1,000

株であります。

計 17,940,000 17,940,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成28年７月１日～

平成28年９月30日
－ 17,940 － 1,520 － 1,070
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（６）【大株主の状況】

  平成28年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数

(千株)

発行済株式

総数に対する

所有株式数

の割合(％)

三菱電機株式会社 東京都千代田区丸の内２－７－３ 8,971 50.0

弘電社従業員持株会 東京都中央区銀座５－１１－１０ 680 3.8

三菱地所株式会社 東京都千代田区大手町１－６－１ 585 3.3

田中憲治 千葉県市原市 283 1.6

ネグロス電工株式会社 東京都江戸川区中央１－３－５ 235 1.3

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２－７－１ 234 1.3

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区大手町１－５－５ 234 1.3

ＧＯＬＤＭＡＮ　ＳＡＣＨＳ　Ｉ
ＮＴＥＲＮＡＴＩＯＮＡＬ
（常任代理人　ゴールドマン・
サックス証券株式会社）

１３３　ＦＬＥＥＴ　ＳＴＲＥＥＴ　ＬＯＮ
ＤＯＮ　ＥＣ４Ａ　２ＢＢ，ＵＫ
（東京都港区六本木６－１０－１　六本木ヒ
ルズ森タワー）

227 1.3

成川武彦 千葉県南房総市 175 1.0

ＢＮＹ　ＧＣＭ　ＣＬＩＥＮＴ　
ＡＣＣＯＵＮＴ　ＪＰＲＤ　Ａ
Ｃ　ＩＳＧ　（ＦＥ－ＡＣ）
（常任代理人　株式会社三菱東京
ＵＦＪ銀行）

ＰＥＴＥＲＢＯＲＯＵＧＨ　ＣＯＵＲＴ　１
３３　ＦＬＥＥＴ　ＳＴＲＥＥＴ　ＬＯＮＤ
ＯＮ　ＥＣ４Ａ　２ＢＢ　ＵＮＩＴＥＤ　Ｋ
ＩＮＧＤＯＭ
（東京都千代田区丸の内２－７－１　決済事
業部）

169 0.9

計 ― 11,793 65.7

（注）当社は自己株式181千株（1.0％）を保有しております。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成28年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－ －
普通株式 181,000

完全議決権株式（その他） 普通株式 17,494,000 17,494 －

単元未満株式 普通株式 265,000 － －

発行済株式総数 17,940,000 － －

総株主の議決権 － 17,494 －

（注）１．「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株（議決権１個）

含まれております。

２．「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式379株が含まれております。

 

②【自己株式等】

平成28年９月30日現在
 

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数
の合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社弘電社
東京都中央区銀座

五丁目11番10号
181,000 － 181,000 1.0

計 － 181,000 － 181,000 1.0

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載しております。

 

２　監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成28年７月１日から平

成28年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成28年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金預金 1,832 1,651

受取手形・完成工事未収入金等 13,301 11,273

未成工事支出金 159 246

商品 246 285

短期貸付金 3,611 2,864

繰延税金資産 311 311

その他 584 498

貸倒引当金 △6 △5

流動資産合計 20,041 17,125

固定資産   

有形固定資産   

建物・構築物（純額） 1,110 1,013

土地 947 947

その他（純額） 61 62

有形固定資産合計 2,120 2,023

無形固定資産 64 85

投資その他の資産   

投資有価証券 1,298 1,274

長期貸付金 500 300

退職給付に係る資産 1,701 1,713

繰延税金資産 103 112

その他 481 472

貸倒引当金 △50 △50

投資その他の資産合計 4,034 3,821

固定資産合計 6,219 5,931

資産合計 26,261 23,056

負債の部   

流動負債   

支払手形・工事未払金等 8,628 6,305

短期借入金 ※２ 750 ※２ 800

未払法人税等 478 177

未成工事受入金 552 435

賞与引当金 479 510

完成工事補償引当金 2 2

工事損失引当金 318 219

その他 796 492

流動負債合計 12,005 8,943

固定負債   

退職給付に係る負債 881 924

役員退職慰労引当金 165 163

その他 214 208

固定負債合計 1,261 1,296

負債合計 13,266 10,239
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成28年９月30日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,520 1,520

資本剰余金 1,070 1,070

利益剰余金 10,103 10,155

自己株式 △49 △50

株主資本合計 12,644 12,695

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 93 76

為替換算調整勘定 239 66

退職給付に係る調整累計額 △49 △55

その他の包括利益累計額合計 283 88

非支配株主持分 66 32

純資産合計 12,994 12,816

負債純資産合計 26,261 23,056
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年９月30日)

売上高   

完成工事高 10,404 11,040

商品売上高 3,962 3,926

売上高合計 14,367 14,967

売上原価   

完成工事原価 9,269 9,391

商品売上原価 3,367 3,322

売上原価合計 12,636 12,713

売上総利益   

完成工事総利益 1,135 1,649

商品売上総利益 595 604

売上総利益合計 1,730 2,253

販売費及び一般管理費 ※１ 1,965 ※１ 1,991

営業利益又は営業損失（△） △234 261

営業外収益   

受取利息 8 7

受取配当金 13 13

受取家賃 57 52

その他 5 20

営業外収益合計 85 93

営業外費用   

支払利息 8 8

売上割引 18 17

賃貸費用 26 25

その他 5 5

営業外費用合計 59 56

経常利益又は経常損失（△） △208 297

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期

純損失（△）
△208 297

法人税等 △30 137

四半期純利益又は四半期純損失（△） △178 160

非支配株主に帰属する四半期純利益又は非支配株主

に帰属する四半期純損失（△）
3 △33

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主

に帰属する四半期純損失（△）
△181 194
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年９月30日)

四半期純利益又は四半期純損失（△） △178 160

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △3 △16

為替換算調整勘定 17 △172

退職給付に係る調整額 △23 △6

その他の包括利益合計 △9 △195

四半期包括利益 △187 △35

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △190 △1

非支配株主に係る四半期包括利益 3 △33
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半

期純損失（△）
△208 297

減価償却費 71 56

貸倒引当金の増減額（△は減少） 3 △0

工事損失引当金の増減額（△は減少） 28 △98

賞与引当金の増減額（△は減少） 113 31

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 28 36

退職給付に係る資産の増減額（△は増加） △91 △14

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △16 △2

受取利息及び受取配当金 △22 △20

支払利息 8 8

売上債権の増減額（△は増加） 4,447 2,014

未成工事支出金の増減額（△は増加） △166 △87

たな卸資産の増減額（△は増加） 29 △38

仕入債務の増減額（△は減少） △3,784 △2,290

未成工事受入金の増減額（△は減少） 227 △116

未収消費税等の増減額（△は増加） △103 －

未払消費税等の増減額（△は減少） △19 △189

その他の流動資産の増減額（△は増加） 63 82

その他の流動負債の増減額（△は減少） 14 △107

その他 4 6

小計 627 △431

利息及び配当金の受取額 22 20

利息の支払額 △7 △6

法人税等の支払額 △28 △438

営業活動によるキャッシュ・フロー 613 △856

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の純増減額（△は増加） △137 △85

有形固定資産の取得による支出 △1 △8

無形固定資産の取得による支出 △8 △32

投資有価証券の売却による収入 0 1

長期貸付金の回収による収入 － 200

短期貸付金の純増減額（△は増加） △442 747

その他の支出 △28 △30

その他の収入 39 38

投資活動によるキャッシュ・フロー △578 830

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 40 50

自己株式の増減額（△は増加） △1 △0

配当金の支払額 △88 △142

その他 △9 △6

財務活動によるキャッシュ・フロー △59 △100

現金及び現金同等物に係る換算差額 4 △31

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △20 △156

現金及び現金同等物の期首残高 1,147 1,206

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１ 1,126 ※１ 1,049
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対

応報告第32号　平成28年６月17日）を第１四半期連結会計期間に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物

附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

この結果、四半期連結財務諸表に与える影響は軽微であります。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計

適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。ただ

し、これによると著しく合理性を欠く結果となる場合には「四半期財務諸表に関する会計基準の適用指針」第19

項の規定により、「中間財務諸表等における税効果会計に関する実務指針」第12項(法定実効税率を使用する方

法)に準じて計算しております。

 

（追加情報）

(繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用)

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を第１

四半期連結会計期間から適用しております。
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（四半期連結貸借対照表関係）

１　保証債務

下記のとおり、金融機関からの借入に対し債務保証を行っております。

 
前連結会計年度

（平成28年３月31日）
当第２四半期連結会計期間
（平成28年９月30日）

従業員の住宅ローンに対する保証 ６百万円 ６百万円

計 ６百万円 ６百万円

 

 

※２　当社及び連結子会社（弘電工事㈱）においては、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行６行と当座貸

越契約及び貸出コミットメント契約を締結しております。

当第２四半期連結会計期間末における当座貸越契約及び貸出コミットメント契約に係る借入未実行残高は次

のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成28年３月31日）
当第２四半期連結会計期間
（平成28年９月30日）

当座貸越極度額及び貸出コミットメントの

総額
4,260百万円 4,260百万円

借入実行残高 750百万円 800百万円

差引額 3,510百万円 3,460百万円
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（四半期連結損益計算書関係）

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
　前第２四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
　　至 平成27年９月30日）

　当第２四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日
　　至 平成28年９月30日）

従業員給料手当 717百万円 714百万円

賞与引当金繰入額 239百万円 248百万円

退職給付費用 66百万円 70百万円

役員退職慰労引当金繰入額 21百万円 20百万円

 

２　前第２四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年９月30日）及び当第２四半期連結累計期

間（自　平成28年４月１日　至　平成28年９月30日）

当社グループの売上高は、主たる事業分野である電気設備工事事業において、契約により第１四半期連結会

計期間、第２四半期連結会計期間、第３四半期連結会計期間に比べ、第４四半期連結会計期間に工事の完成引

渡しを行う割合が大きいことから、完成工事高が第４四半期連結会計期間に増加する傾向があるため、業績に

季節的変動があります。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次の

とおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日）

現金預金 1,676百万円 1,651百万円

預入期間が３か月超の定期預金 △549百万円 △601百万円

現金及び現金同等物 1,126百万円 1,049百万円

 

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年９月30日）

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年４月28日

取締役会
普通株式 88 5 平成27年３月31日 平成27年６月８日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年９月30日）

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年４月28日

取締役会
普通株式 142 8 平成28年３月31日 平成28年６月９日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自 平成27年４月１日 至 平成27年９月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：百万円）

 報告セグメント
調整額

（注）１

四半期連結

損益計算書

計上額

（注）２
 電気設備工事 商品販売 計

売上高      

外部顧客への売上高 10,404 3,962 14,367 － 14,367

セグメント間の内部売上高

又は振替高
0 145 146 △146 －

計 10,405 4,108 14,513 △146 14,367

セグメント利益又は損失(△) 185 145 330 △565 △234

（注）１．セグメント利益又は損失(△)の調整額△565百万円には、各報告セグメントに配分していない全社

費用△565百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費

であります。

２．セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自 平成28年４月１日 至 平成28年９月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報

    （単位：百万円）

 報告セグメント
調整額

（注）１

四半期連結

損益計算書

計上額

（注）２
 電気設備工事 商品販売 計

売上高      

外部顧客への売上高 11,040 3,926 14,967 － 14,967

セグメント間の内部売上高

又は振替高
0 118 118 △118 －

計 11,040 4,044 15,085 △118 14,967

セグメント利益 691 152 843 △582 261

（注）１．セグメント利益の調整額△582百万円には、各報告セグメントに配分していない全社費用△582百

万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費でありま

す。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

３．報告セグメントの変更等に関する事項

(平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用)

　「会計方針の変更」に記載のとおり、第１四半期連結会計期間に「平成28年度税制改正に係る減価

償却方法の変更に関する実務上の取扱い」を適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備

及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。この結果、セグメント利益

に与える影響は軽微であります。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期

純損失金額(△)
△10.21円 10.93円

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株

主に帰属する四半期純損失（△）（百万円）
△181 194

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利

益又は普通株式に係る親会社株主に帰属する四半

期純損失（△）（百万円）

△181 194

普通株式の期中平均株式数（千株） 17,768 17,760

　（注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社弘電社(E02569)

四半期報告書

18/19



 
 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成28年11月１日

株式会社弘電社

取締役会　御中

 

有 限 責 任 あ ず さ 監 査 法 人

 

 
指 定 有限責任社員

業 務 執 行 社 員
 公認会計士 櫻　井　　　紀　彰 　印

 

 
指 定 有限責任社員

業 務 執 行 社 員
 公認会計士 渡　辺　　　雄　一 　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社弘電社

の平成28年４月１日から平成29年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成28年７月１日から平成28

年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フ

ロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社弘電社及び連結子会社の平成28年９月30日現在の財政状態並

びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと

信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

　　　２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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